
官
庁
報
告

公

告

令和年月日 火曜日 第号官 報
〇
中
部
地
方
整
備
局
告
示
第
十
号

都
市
計
画
法
（
昭
和
四
十
三
年
法
律
第
百
号
）
第
六
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
都
市
計
画
事
業
の
事
業
計
画

の
変
更
を
認
可
し
た
の
で
、
同
条
第
二
項
の
規
定
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第
六
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、

次
の
と
お
り
告
示
す
る
。

令
和
八
年
二
月
十
日

中
部
地
方
整
備
局
長

森
本

輝

一

施
行
者
の
名
称

愛
知
県

二

都
市
計
画
事
業
の
種
類
及
び
名
称

昭
和
五
十
二
年
建
設
省
告
示
第
千
九
十
六
号
尾
張
都
市
計
画
下
水
道
事
業
五

条
川
左
岸
流
域
下
水
道

三

事
業
施
行
期
間

自
昭
和
五
十
二
年
七
月
二
十
一
日
至
令
和
十
三
年
三
月
三
十
一
日

四

事
業
地

収
用
の
部
分

変
更
な
し

使
用
の
部
分

変
更
な
し

〇
中
部
地
方
整
備
局
告
示
第
十
一
号

都
市
計
画
法
（
昭
和
四
十
三
年
法
律
第
百
号
）
第
六
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
都
市
計
画
事
業
の
事
業
計
画

の
変
更
を
認
可
し
た
の
で
、
同
条
第
二
項
の
規
定
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第
六
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、

次
の
と
お
り
告
示
す
る
。

令
和
八
年
二
月
十
日

中
部
地
方
整
備
局
長

森
本

輝

一

施
行
者
の
名
称

岐
阜
県

二

都
市
計
画
事
業
の
種
類
及
び
名
称

昭
和
五
十
二
年
建
設
省
告
示
第
百
十
一
号
岐
阜
都
市
計
画
、
美
濃
加
茂
都
市

計
画
、
各
務
原
都
市
計
画
、
八
百
津
都
市
計
画
、
可
児
都
市
計
画
及
び
御
嵩
都
市
計
画
下
水
道
事
業
木
曽
川
右
岸
流

域
下
水
道

三

事
業
施
行
期
間

自
昭
和
五
十
二
年
二
月
十
五
日
至
令
和
十
三
年
三
月
三
十
一
日

四

事
業
地

収
用
の
部
分

変
更
な
し

使
用
の
部
分

変
更
な
し

〇
中
国
地
方
整
備
局
告
示
第
十
一
号

都
市
計
画
法
（
昭
和
四
十
三
年
法
律
第
百
号
）
第
五
十
九
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、
都
市
計
画
事
業
の
認
可
を
し

た
の
で
、
同
法
第
六
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
次
の
と
お
り
告
示
す
る
。

令
和
八
年
二
月
十
日

中
国
地
方
整
備
局
長

杉
中

洋
一

一

施
行
者
の
名
称

岡
山
県

二

都
市
計
画
事
業
の
種
類
及
び
名
称

岡
山
県
南
広
域
都
市
計
画
道
路
事
業
三
・
五
・
七
十
三
駅
前
バ
イ
パ
ス
線

三

事
業
施
行
期
間

自
令
和
八
年
二
月
十
日
至
令
和
十
八
年
三
月
三
十
一
日

四

事
業
地

収
用
の
部
分

岡
山
県
都
窪
郡
早
島
町
前
潟
字
九
ノ
割
、
字
八
ノ
割
、
字
七
ノ
割
、
字
六
ノ
割
、
字
五
ノ
割
、
字
四

ノ
割
、
字
三
ノ
割
、
字
二
ノ
割
、
字
舟
本
地
内

使
用
の
部
分

な
し

〇
中
国
地
方
整
備
局
告
示
第
十
二
号

都
市
計
画
法
（
昭
和
四
十
三
年
法
律
第
百
号
）
第
六
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
都
市
計
画
事
業
の
事
業
計
画

の
変
更
を
認
可
し
た
の
で
、
同
条
第
二
項
の
規
定
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第
六
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、

次
の
と
お
り
告
示
す
る
。

令
和
八
年
二
月
十
日

中
国
地
方
整
備
局
長

杉
中

洋
一

一

施
行
者
の
名
称

岡
山
県

二

都
市
計
画
事
業
の
種
類
及
び
名
称

平
成
二
十
四
年
中
国
地
方
整
備
局
告
示
第
二
十
八
号
岡
山
県
南
広
域
都
市
計

画
道
路
事
業
三
・
三
・
二
十
五
早
島
大
砂
線
及
び
三
・
二
・
早
二
百
一
バ
イ
パ
ス
線

三

事
業
施
行
期
間

自
平
成
二
十
四
年
三
月
十
五
日
至
令
和
十
年
三
月
三
十
一
日

四

事
業
地

収
用
の
部
分

変
更
な
し

使
用
の
部
分

な
し

労

働

労
働
安
全
衛
生
法
第
70
条
の
２
第
１
項
の
規
定
に
基
づ

く
健
康
保
持
増
進
の
た
め
の
指
針
に
関
す
る
公
示

健
康
保
持
増
進
の
た
め
の
指
針
公
示
第
12号

労
働
安
全
衛
生
法
（
昭
和
47年
法
律
第
57号
）
第
70条

の
２
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
事
業
場
に
お
け
る
労
働

者
の
健
康
保
持
増
進
の
た
め
の
指
針
の
一
部
を
改
正
す
る

件
を
次
の
と
お
り
公
表
す
る
。

令
和
８
年
２
月
10
日厚
生
労
働
大
臣
上
野
賢
一
郎

１
名
称
事
業
場
に
お
け
る
労
働
者
の
健
康
保
持
増
進

の
た
め
の
指
針
の
一
部
を
改
正
す
る
件

２
趣
旨
労
働
安
全
衛
生
法
第
70条
の
２
第
１
項
の
規

定
に
基
づ
き
公
表
す
る
、
事
業
場
に
お
け
る
労
働
者
の

健
康
保
持
増
進
の
た
め
の
指
針
（
昭
和
63年
９
月
１
日

健
康
保
持
増
進
の
た
め
の
指
針
公
示
第
１
号
）
に
つ
い

て
、
高
年
齢
者
の
労
働
災
害
防
止
の
た
め
の
指
針
（
令

和
８
年
２
月
10日
高
年
齢
者
の
労
働
災
害
防
止
の
た
め

の
指
針
公
示
第
１
号
）
を
定
め
る
こ
と
に
伴
い
、
所
要

の
改
正
を
行
う
も
の
で
あ
る
。

３
適
用
日
令
和
８
年
４
月
１
日

４
内
容
の
閲
覧
内
容
は
、
厚
生
労
働
省
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
（
h
ttp
s://w

w
w
.m
h
lw
.g
o
.jp ）

に
お
い
て
閲
覧
に

供
す
る
。
ま
た
、
厚
生
労
働
省
労
働
基
準
局
安
全
衛
生

部
労
働
衛
生
課
及
び
都
道
府
県
労
働
局
労
働
基
準
部
健

康
主
務
課
に
お
い
て
閲
覧
に
供
す
る
。

最
低
賃
金
の
改
正
決
定
に
関
す
る
公
示

茨
城
労
働
局
最
低
賃
金
公
示
第
３
号

最
低
賃
金
法
（
昭
和
34年

法
律
第
137号

）
第
15条

第
２
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
茨
城
県
計
量
器
・
測
定
器
・
分

析
機
器
・
試
験
機
・
理
化
学
機
械
器
具
、
医
療
用
機
械
器

具
・
医
療
用
品
、光
学
機
械
器
具
・
レ
ン
ズ
、電
子
部
品
・

デ
バ
イ
ス
・
電
子
回
路
、
電
気
機
械
器
具
、
情
報
通
信
機

械
器
具
、
時
計
・
同
部
分
品
製
造
業
最
低
賃
金
（
令
和
６

年
茨
城
労
働
局
最
低
賃
金
公
示
第
４
号
）
の
一
部
を
次
の

よ
う
に
改
正
す
る
決
定
を
し
た
の
で
、
同
法
第
19条
第
１

項
の
規
定
に
よ
り
公
示
す
る
。

令
和
８
年
２
月
10
日茨
城
労
働
局
長
佐
藤
悦
子

第
４
号
中
「
１
時
間
1052円

」
を
「
１
時
間
1115円

」
に
改
め
る
。
附
則

こ
の
決
定
は
、
令
和
８
年
３
月
19日
か
ら
効
力
を
生
ず

る
。

船
員
の
特
定
最
低
賃
金
の
改
正
決
定
に
関
す
る
公
示

国
土
交
通
省
最
低
賃
金
公
示
第
３
号

最
低
賃
金
法
（
昭
和
34年

法
律
第
137号

）
第
35条

第
３
項
及
び
第
７
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
漁
業（
い
か
釣
り
）

最
低
賃
金
（
令
和
７
年
国
土
交
通
省
最
低
賃
金
公
示
第
４

号
）の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
決
定
を
し
た
の
で
、

同
法
第
19条
第
１
項
及
び
第
35条
第
２
項
並
び
に
船
員
の

最
低
賃
金
に
関
す
る
省
令（
昭
和
34年
運
輸
省
令
第
35号
）

第
８
条
の
規
定
に
よ
り
公
示
す
る
。

令
和
８
年
２
月
10
日国
土
交
通
大
臣
金
子
恭
之

１
．
漁
業
（
い
か
釣
り
）
最
低
賃
金
第
５
項
中
「
213300

円
」
を
「
224000円

」
に
改
め
る
。

附
則

こ
の
公
示
は
、
令
和
８
年
３
月
12日
か
ら
効
力
を
生
ず

る
。

諸

事

項

相
続
財
産
清
算
人
の
選
任
及
び
相

続
権
主
張
の
催
告
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